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(1)酉賢祐・中江剛毅『経営戦略と情報収集J (中央経済社，昭和50年) 20-21 。

















(3) Arthur H. Cole , Business Enterprise in its Social Setting. (Cambridge, Mass.: Harvard Univ. 
Press , 1959)，邦訳，中川敬一郎訳『経営と社会一企業者史学序説一.1 (ダイヤモンド社，昭和40年) 75, 
78ー79， 81-86。民間研究機関で経済情報交換機能を果たした全国産業調査会 (NationalIndustrial Confｭ
erence Board) は1916年設立，全米的な学会の連合体であるアメリカ学会評議会(American Council of 
Learned Societies) は1919年設立，社会科学の学会連合である社会科学研究評議会 (Social Science Reｭ
search Council)は1924年設立，民間経済調査機関の全米経済研究所 (National Bureau of Economic 
Research) は1920年設立，民間調査機関のブルッキングス研究所は1927年設立された。市111泰治郎『科学研
究体制.1 (鹿島研究所出版会，昭和41年) 41-42, 57-69。主要経済雑誌は，『ダンス、・レビュー』誌は1893年
(月刊)， rフォーブス』誌は1917年(隔週刊)， Ii'ハーバード・ピジネス・レビュー』誌は1922年(隔月刊) , 
『ビジネス・ウィーク』誌は1929年(週刊)， rフォーチュン』誌は1930年(隔週刊) I乙発刊された。『別間




























動については，桂芳男『総合商社の源流 鈴木商店~ (日経新書) (日本経済新聞社，昭和52年)に詳しいが，
桂氏の研究は，複数の業界にまたがる情報活動を行なう商社の研究であり，上記の図には当てはまらない。
(6) 全国製造業者協会については，拙稿「アメリカにおける経済団体の成立一一業界団体発展前史一一j W商
経論集~ (早稲田大学大学院商学研究科) 42号(昭和57年) 53-56，及び， Albert K. Steigerwalt, The 
National Association of Manuf，αcturers ， 1895-1914 (Grand Rapids: Bureau of Business Rese-
arch, Univ.of Michigan Press , 1964) を参照。
(7) Steigerwalt, Ibid. , 19. 












テン・アメリカに重点を置いた。ラテン・アメリカ市場に関しては ， 1898年 3 月 28 日，ヴェネ
ズ、エラのカラカス l乙，全国製造業者協会の努力により，最初の商品陳列所が開設した。駐ヴェ
ネズエラ，アメリカ公使は，「盛大なセレモニーと友好的な輝かしい環境の下l乙」開設された
と報告している。 51製造業者が出展していた。しかしこの商品陳列所は，アメリカが 4 月 19 日
に米西戦争に突入し，またヴェネズ、エラで軍事革命が起これ天然痘の発生などにより，所期
の目的が達成できず， 1901年全国製造業者協会の年次総会で，清算が決定されfj! 極東市場l乙
関しては ， 1900年 6 月，上海に全国製造業者協会の会員が独占的に使用した商品陳列所が開設
した。しかし，乙の商品陳列所も，義和国の乱が中国北部で起こり，反外国感情が貿易の志気











性格は変わらなかった。しかし少しずつ変化が生じていた。 1898年 1 月 1 日，それまで慣習と
(9) Ibid. , 47. 
(10) Ibid. , 50-52. 
(1) Ib id. , 58-59. 
(12) Ibid. , 75-77. 
- 28 -
組織化された情報活動 アメリカにおける経済・業界団体活動
して月刊であった領事及び外交官の『雑報.! (Miscellαneous Reports) が，受領後直ちに印刷






の動きがあっ fj! 商業及び製造業を管轄する省として ， 190如乙新設された商務労働省の，第
三代長官オスカ一・ストラウスは， 1907年同省工業局 (Bureau of Manufacturers) の 2 人
の官僚から長文のメモランダムを受取った。 1 つは関税の専門家のナハム・ I ・ストーンが提出
した。ストーンはその中で， ドイツでは商業会議所が政府とビジネスマンの聞のJ情報仲介機関
となっていると指摘し，アメリカでも同様な全国的商業会議所があれば有益であると論じた。














(13) Ib id. , 77 -81. 
(14) 全米商業会議所については，拙稿「アメリカにおける経済団体の成立J~商経論集~ 56-60，及び， Ricｭ
hard Hume Werking,“Bureaucrats , Businessmen, and Foreign Trade: The Origins of the 
United States Chamber of Commerce , " Business History Review, Vol. LII, No.3 (Autumn, 1978) , 
321-41，を参照。
(15) Werking, Ibid. , 322-23, 326-27. 

















立法化阻止のロビーインクーを行なっていfj! また南部では ， 1897年生産削減を目的として，南
部綿紡績業者協会が設立された。同協会は，生産削減には失敗したが，北部との鉄道の地域運
賃比率の格差是正に成功し，地域団体として確立していっ ff!




様に大幅に改組された。そして乙の 2 団体は， 1913年にアメリカ綿製造業者全国協議会を発足
(2U 
させた。





開Jr商学研究科紀要.!I (早稲田大学) 10号(昭和55年)， 321-38，及び， Louis P. Galambos, Competition 
and Cooperation: The Emergence of a National Trade Association (Baltimore: The Johns Hopkins 
Press, 1966) を参照。
(18) Galambos , Ibid. , 20-23. 
(19) Ibid. , 23-26. 
位。 Ibid. ， 30-'-33. 































間 Ibid. ， 65-66. 
(23) Ibid. , 67-68. 
凶 Ib id. , 89-105. 
(25) Ibid. , 106, 120. 




























包め Ibid. , 107, 121-22; Herbert J. Lahne , The Cotton Mill Worker (New York: Farrar & Rinｭ
ehart, Inc. , 1944) , 19. 
(28) Galambos , Compe tition αnd Cooperation, 122-202. 
側全国電燈協会については，拙稿「全国電燈協会の史的展開 アメリカの電力業における業界団体活動一」
『産業と経済~ (奈良産業大学) 1 巻 3 号(昭和61年) 47一72，及び， Hiroshi Kobayashi，“百le Developｭ
ment of the National Electric Light Association, 1885-1933: An Historical Analysis," M. A. Theｭ
























に組まれ，個々の問題を取り上げて答える場はなかっ ff! そ乙で全国電燈協会は ， 1902年会員
が抱える個別の問題に答える質問箱制度を導入した。
1902年の年次総会の前に， H • L ・ドーアティ会長は，権威ある回答を得たい質問があるか
どうか尋ねる手紙を会員に送付した。 71の質問は得られるや否や，全会員に送付された。そし
て回答を得ると直ちに印刷し， 1902年の総会で配布した。このようにして，全国電燈協会は，
(30) National Electrical Manufacturers Association, A Chronological History of Electrical Developｭ
ment: From 600 B. C. (New York, NY, 1946) , 49-56; National Electric Light Association, Proceｭ
edings of the Nαtionα 1 Electric Light Associαtion， 1885, 3 - 6 , 103-104; 1891, 136; 1910, Vol. 
1 , 204-205, 210. 
(31) NELA, Ibid. , 1885, 21-22. 
倒 Ibid. ， 1888, 5-6. 
倒 Ibid. ， 1891 , 4 -8 , 35-49, 58-78, 164-93, 245-84; 1893, 167-90, 337-51; 1897, 86-97, 
159-209; 1900, 4 -8; 1904, Vol. 1 , xxiix-xliii. 





していった。 1904年には，一般的な関心に対する「名案J (wr凶des) の情報を掲載した105頁
と共に， 431頁に渡って質問箱の回答が掲載され，一巻本として議事録と共に配布された。こ
うした実務的な有用性への関心が高まり，益々会員数は増えていっ d!






















(35) Ibid. , 1908, VoL 1 , 176. 
(36) Ibid. , 1902, 554-716; 1904, VoL IT ,“Question Box," 3 -433;“Wrinkles," 3 -107. 
(37) Ibid. , 1908, VoL 1 , 178一79; 1909, VoL 1 , 27-30. 
(38) Ibid. , 1897, 98-110, 399-413; 1899, 303-306; 1900, 175-76, 180-252, 425-55; 1901 , 52一
113. 























また全国電燈協会は ， 1923年広報活動全国部会内に，演説委員会を設置した。 1925年には
『演説者のハンドブック』が刊行され，組織的かつ体系的な，大衆への情報提供が，全国各地
区で繰り広げられていた。たとえば，マーチン・ J ・インサルは，婦人団体の前で「電気と家





側 Ibid. ， 1918, 25-29, 93-99. 
(41) Ibid. , 1921 , Vol. 1, 15-18, 521, 523-24. 
(42) Ibid. , 1922, 65-90; 1924, 196; 1925, 190-99. 
(43) Ibid. , 1923, Vol. 1, 240-42; 1924, 10-11, 181-94; 1925, 15. 


















した。 1889年までには，わずか8 州にしかなかった州銀行協会が， 1890年 2 州， 1891年 5 州，





て， 1896年2188 ， 1897年2813 と上昇を始め， 1905年アメリカ全銀行の約 3 分のし 7677 ， 1920 
制拙稿「全国電燈協会J f"産業と経済.! 68-71 。
制銀行業の業界団体については，拙稿「オハイオ銀行協会の成立， 1891-1908 アメリカにおける地域業界
団体活動 J Ii産業と経済.l (奈良産業大学開学記念論文集，昭和60年) 139-52，及び， Hiroshi Kobayashi , 
“The Rise of the Ohio Bankers Association, 1891-1908," (unpublished paper, 1983)，を参照。
間 Wilbert M. Schneider, The American Bankers Association: Its Past and Present (Washington, 
D. C. , 1956), 6 , 44; American Bankers Association, Proceedings of the Convention, 1881, 4; 
1896, 19. 
倒:) ABA, Ibid. , 1889, 41-42, 168-70; 1892, Second Day' s Proceedings, 50-60; 1896, 125-29; 
















は異なっているので，各々の地域の銀行家は， 1 年 l乙 2 ， 3 回は親近惑を高めるために，会合
を持った万が良いだろうと説明しJ1
ミズーリ，イリノイ，アイオワの各州での「グループ・システム」導入の成功を聞き，オハ







務局長S ・ B ・ランキンは，会員数はオハイオの総銀行数1145行中， 841行，すなわち，第 1 グ
ループは140行中112行，第 2 グループは150行中98行，第 3 グループは135行中102行，第 4 グ
ループは114行中75行，第 5 クゃループは126行中106行，第 6 クゃループは126行中83行，第 7 グル
ープは110行中80行，第 8 クゃループは117行中78行，第 9 ク、、ループは127行中107行であると報告
した。そしてこのように高い組織率を獲得した各地域グループ内に，各地域の銀行家の相互利
性9) Schneider, American Bankers Association, 44, 82-104; ABA, Proceedings , 1896, 19; 1897, 12. 
(50) Ohio Bankers Association, Proceedings of the Annual Convention, 1891 , 5 , 7 - 9 , 13. 
(51) Ibid. , 1892, 13; 1900, 17, 101; 1905, 22; 1908, 14-15, 20. 
(52) Ibid. , 1898, 83-84. 
日) Ibid. , 1907, 115-18, 120. 















出所: Ohio Bankers Association, Proceedings of the Ohio Bankers Association, 1907, 6 , 































(5) OBA, Proceedings , 1910, 7 -8 , 44. 
(56) Ibid. , 1903, 4 , 75; The Ohio Banker , March, 1908, 9 -10. 










〔付記〕本稿は，昭和61年 8 月 1 日，第12回経営史学会関西部会大会での発表を，改題の上，修正・加筆した
ものである。
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